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市町村の橋梁定期点検を支援する土研センターの取組み 

落合盛人・五島孝行・渡辺博志

 

1．はじめに1 

国土交通省が昨年8月に公表した「道路メンテ

ナンス年報（2巡目2年目）」 1)によると、早期ま

たは緊急に措置を講ずる必要があると判定された

橋梁の数は市町村管理のもので多くなっている。

今後措置が必要な橋梁の数はさらに増大すること

が予想され、市町村における橋梁の適切な維持管

理が、今まで以上に重要となってきている。 

橋梁の維持管理では、状態の把握・健全性の診

断・対策措置から構成されるメンテナンスサイク

ルを適切に行うことが求められる。いずれも重要

な要素であるが、とりわけ診断は対策措置の決定

に向けて重要となり、構造物管理者としての技量

が問われるところでもある。 

市町村の管理橋の内、構造形式が複雑であるな

ど診断に際して特に高い技術力が必要な場合では、

国が地方整備局・国土技術政策総合研究所・土木

研究所の職員で構成する道路メンテナンス技術集

団を派遣し技術助言をする直轄診断が実施されて

おり、成果を上げつつある。また、近年ではAI

を活用した橋梁診断支援システムの研究開発が進

められており、その実用化に期待が高まる2)。地

方自治体における橋梁維持管理の事例3)が報告さ

れているが、自治体が抱える橋梁の個々の診断に

対して参考となる技術情報を提供することも有効

であると考えられる。 

当センターは構造物の維持管理にかかわる専門

知識を有していて、それを背景として県の建設公

社等と研究協力協定を結んでいる。このような技

術協力協定や、地方自治体との会議等を通じて、

各自治体が管理する橋梁の適切な診断に向けた技

術支援が求められることがある。本報文は、当セ

ンターで実施している市町村の橋梁定期点検に関

する技術支援活動の一つとして、橋梁の定期点検

に関わる参考技術情報（事例解説集）作成の紹介

を行うものである。 

 
Technical Assistance of PWRC for Local Governments in the 
Soundness Diagnosis of Road Bridges 

2．事例解説集の位置付け 

地方自治体が実施する橋梁の定期点検は、道路

橋定期点検要領4)に従って実施されている。橋毎

の健全性の診断結果は表-1に示す区分で表記され

ることとなっている。 

定期点検では、健全性の診断は橋毎に実施する

が、橋の健全性診断から一歩進んで、部材単位で

変状等の情報を把握し、記録することは措置を検

討するうえで有効となる。道路橋定期点検要領の

付録にも、そうした背景から、部材単位の状態把

握や部材単位の健全性診断に関する留意事項が取

りまとめられている。 

部材単位の健全性を診断するには、部材に発生

している変状が橋全体の構造安全性に与える影響

や、損傷の原因推定、今後の変状の進行程度およ

びそれが橋梁の構造安全性や耐久性に与える影響

を評価することが必要となる。評価にあたっては、

発生している変状程度やその位置、橋梁の建設年

次や置かれる環境条件等、当該橋梁ごとに千差万

別に変化する条件をふまえた上で考察する必要が

あり、単に典型的に示される変状写真との対照で

定められるような定型的な判定とはならず、高度

な専門知識や経験を要するものとなる。 

 

表-1 道路橋定期点検要領に示される橋毎の健全性判定
区分4) 

区分 状態 

Ⅰ 健全 道路橋の機能に支障が生じ

ていない状態。 

Ⅱ 予 防 保

全段階 
道路橋の機能に支障が生じ

ていないが、予防保全の観

点から措置を講ずることが

望ましい状態。 

Ⅲ 早 期 措

置段階 
道路橋の機能に支障が生じ

る可能性があり、早期に措

置を講ずべき状態。 

Ⅳ 緊 急 措

置段階 
道路橋の機能に支障が生じ

ている、又は生じる可能性

が著しく高く、緊急に措置

を講ずべき状態。 
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当センターで作成する事例解説集の位置づけを

図-1に示す。これまでにも、橋梁の損傷事例に関

する参考資料は例えば国総研資料や学協会からも

発刊されており、広く参照されている5）。ここで

紹介する事例解説集は、依頼のあった橋梁管理者

から提供された実際に管理している個別の橋梁

データを基本とし、道路橋点検要領付録1に従っ

て部材の健全性に関する考察を実施し、その結果

を取りまとめて依頼者に参考情報として提供する

ものである。 

 なお、法定点検の枠組みでは具体的な措置方法

について検討することは含まれていない。しかし、

道路管理者は次回の定期点検までに講じるべき措

置を決定する必要があり、措置に関する技術情報

の提示は措置の計画を立てるうえで有用であると

考えられる。このため、必要と考えられる対策例

についても記載することとした。 

3．事例解説集の概要 

表-2に事例解説集に収録した一例を示す。同表

に示す通り、事例は 1）基本情報、 2）損傷写

真・損傷状況の説明、3）部材の健全性判断のた

めの考察、4）当該損傷が橋梁構造の安全性に及

ぼす影響度、5）必要と考えられる対策例の5項

目から構成した。 

1）基本情報 

損傷の程度が同じであっても、その発生部材に

より橋梁構造の安全性に与える影響は大きく異な

る。例えば、主桁と横桁とでは、発生応力の大き

さや構造上の機能が異なり、一般的には主桁損傷

の方が影響は大きい。さらに同じ主桁でも、支点

近傍と支間中央のように損傷個所が違うと主桁耐

力に及ぼす影響も異なる。そのため、基本情報と

して、損傷位置を端的に記載することは重要であ

る。また、診断担当技術者から提示された橋の健

全性の判定区分もあわせて基本情報に収録してい

る。 

2）損傷写真と損傷状況の説明 

損傷部の写真は基本的なものであり、画像デー

タとして添付している。また損傷状況の説明では、

画像データに加え、写真だけでは判別できないが、

診断を実施する際に非常に重要となる追加情報

（表中★で記載）も記述することとした。 

3）部材の健全性判断のための考察 

判定区分を判断する重要な技術的根拠となる、

損傷によってもたらされる部材の健全性について

の考察をまとめている。 

この考察はあくまでも2）に示す現時点で発生

している変状を元に損傷写真・損傷状況に基づい

て行ったものである。しかし、次回の定期点検ま

で時間が経過すると、変状がさらに進行する可能

性が高く、部材の健全性の判断に影響し、さらに

は措置を検討するうえで考慮すべき重要なリスク

ともなる。 

このように今後想定しうる損傷の進行も踏まえ

た考察についても、表中☆のように可能な限り掲

載することとした。今回の事例では、支点上の補

剛材の腐食状況が★印で記載されているが、現在

の状態が継続すると、2枚存在する補剛材の両方

に腐食が進展することも想定され、健全性の評価

は異なったものとなる。 

なお、写真には複数の異なる要因の変状が記録

されている場合もある。今回の事例では補剛材の

腐食とともに※印にある通り、アンカーボルトの

緩みも記録されている。このように複数の要因の

変状がある場合は、その変状ごとに考察を加えた。 

4）当該損傷が橋梁構造の安全性に及ぼす影響度 

3）の評価をもとに、発生している損傷が、橋

の構造安全性および交通機能にどのような支障を

きたす可能性があるかを記述する。この考察は、

橋の健全性判定の参考情報となる。 

 

図-1 定期点検の流れと事例解説集の位置づけ  
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5）必要と考えられる対策例 

必要となる対策を検討するためには、さらに詳

細調査を実施し、現在置かれている橋梁の状態を

把握したうえで損傷部を含めた各部の照査を実施

し、その結果に基づいて補修補強設計を行うこと

となる。具体的な対策措置の検討は、定期点検の

範疇には入らないが、次回の定期点検までに講じ

るべき措置の計画を立てるにあたって、想定され

る対策の例を情報として提供することも有用であ

ると考えられる。 

ここで必要な対策は、構造性能を回復するため

の対策だけではなく、将来の進展防止を目的とし

た防食対策も含まれ、それぞれ個別に明示してい

る。 

また損傷状況によっては、講じるべき対策の実

施の容易さや対策実施に要する期間が大きく変化

表-2 補剛材の腐食による損傷評価で注意が必要となる事例  

１）基本情報：上部構造-鋼鈑桁-①腐食-主桁-桁端部 判定区分Ⅲ 

２）損傷写真と損傷状況の説明 

・支点上補剛材の下端が半分以上断面欠損 
★支点上補剛材の断面欠損は、主桁腹板を挟ん

で２枚ある補剛材の内、片側１枚にのみ発生

している状況。 
※本事例の場合は、アンカーボルトにも緩みが

発生 
 

 

３）部材の健全性判断のための考察 

・支点部補剛断面を構成する支点上補剛材に顕著な断面欠損が発生しており、同断面に発生する応

力超過が懸念される。 
・補剛材の断面欠損位置が下端ゆえ柱としての座屈耐力の大幅な低下はないと判断できるが、伸縮

装置部を車輪が通過する際の過負荷な衝撃力に対する座屈耐力不足が懸念される。 
☆支点上補剛材の断面欠損が、主桁腹板を挟んで２枚ともに発生している場合は、死荷重時（常

時）を含む鉛直荷重による発生応力の超過が懸念され、また座屈耐力もより一層低下することか

ら、“道路橋の機能に支障が生じている、又は生じる可能性が著しく高い状態”であると考えら

れる。 
※アンカーボルトの緩みは、支点部上揚力に対する抵抗力の低下を意味し、当該支点が連続桁の端

支点や斜角を有する桁の支点等常時においても上揚力が発生しやすい構造の場合には、早急な措

置（ボルトの締め直し）が望ましい。 

４）当該損傷が橋梁構造の安全性に及ぼす影響度 

・当該支点部の死荷重時を含む鉛直反力の支持性能が低下している状況であると思われる。現時点

では当該支点部が変形する可能性は少ないが、衝撃力等による想定以上の鉛直反力が作用した際

には当該支点が座屈し、支点沈下発生に進展する可能性が否定できない。 

５）必要と考えられる対策例 

・支点上補剛材の断面欠損量の調査を実施し、死荷重時において当該支点部に発生する応力が許容

値を超過していないことを確認することが必要であると考える。 
・断面減少による応力増加分には当て板等による構造補強の必要性を検討する。 
◎検討の結果、断面減少により死荷重状態でも明らかに応力が超過していると判断される場合に

は、“道路橋の機能に支障が生じている、又は生じる可能性が著しく高い状態”と判定し速やか

に補修が必要になる。またこの場合は、当て板補強の前に、ジャッキアップ等による現行支点部

の死荷重応力の解放と再配分（当て板への死荷重応力の強制導入）が必要となる。 
・応力超過の有無にかかわらず将来これ以上の腐食が進行しないよう予防措置として補修塗装が必

要となる。 
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することとなる。今回の事例でいえば、表中の

“◎”に示すように、対象部位の腐食減量に応じ

て変化する応力状態によっては、単なる当て板等

の断面補強に留まらず、ジャッキアップ等死荷重

応力の解放処置を伴う断面補強が必要となる場合

がある。このような情報は措置の検討にあたって

重要な情報となるので可能な限り記載することし

た。 

4．おわりに 

今後、自治体が管理する橋で診断を要するもの

はさらに数が多くなり、適切な対策措置を講じる

必要性が増すものと考えられる。点検対象となる

既設橋梁は、変状の状態や原因、発生部位、橋の

構造形式、建設年次等、条件はそれぞれ異なり、

どれ一つとして同じものはない。こうした様々な

条件の橋梁について、臨機応変に対応し、技術情

報を提供するためには、担当技術者としては経験

および知見の蓄積や新たな技術動向を絶えず収集

しておく必要がある。 

近年、ドローンなどを活用した点検技術の進歩

が目覚ましい。こうした新たな点検技術を使いこ

なすうえでも診断技術の一層のレベルアップが望

まれる。当センターでは、要請に的確に応える技

術情報を提供できるよう、一層の技術の研鑽に励

んでいく所存である。 
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